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消防設備士試験 試験案内 

          

一般財団法人 消防試験研究センター沖縄県支部 

〒９００－００２９ 那覇市旭町116番地 37 自治会館６階 

TEL（０９８）９４１－５２０１ FAX（０９８）９４１-５２０２ 

ホームページ https://www.shoubo-shiken.or.jp 

 

消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第１７条の９第１項の規定により、沖縄県知事から委任さ

れた消防設備士試験を、次のとおり実施します。                                               

１．試験の種類 甲 種（特類、第１類〜第５類）、乙種（第１類〜第７類） 

※ 甲種は消防用設備等の工事、整備及び点検ができ、乙種は整備及び点検ができます。各類 

ごとに取扱う設備が限定されていますので類ごとに免状が必要です。 

２．試験日時、受験地及び受付期間等 

  別紙 消防設備士試験案内参照 

３．受験地ごとの試験会場 

 別紙 消防設備士試験案内参照 

試験の種類 工 事 整 備 対 象 設 備 等 の 種 類 

甲 種 特 類 
特殊消防用設備等（従来の消防用設備等に代わり、総務大臣が当該消 
防用設備等と同等以上の性能があると認定した設備等） 

甲
種
又
は
乙
種 

第１類 

屋内消火栓設備、スプリンクラー設備、水噴霧消火設備、屋外消火栓 
設備、パッケージ型消火設備、パッケージ型自動消火設備、共同住宅 
用スプリンクラー設備 

第２類 泡消火設備、パッケージ型消火設備、パッケージ型自動消火設備 

第３類 
不活性ガス消火設備、ハロゲン化物消火設備、粉末消火設備、パッケ 
ージ型消火設備、パッケージ型自動消火設備 

第４類 

自動火災報知設備、ガス漏れ火災警報設備、消防機関へ通報する火災報

知設備、共同住宅用自動火災報知設備、住戸用自動火災報知設備、特定

小規模施設用自動火災報知設備、複合型居住施設用自動火災報知設備 
第５類 金属製避難はしご、救助袋、緩降機 

乙 種 
第６類 消火器 
第7類 漏電火災警報器 
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４．受験申請の方法、受付場所及び問合せ先  

受験申請の方法は書面申請（願書による受験申請）と電子申請（インターネット（スマホ可）

からの受験申請）の２通りがあります。書面申請も電子申請も受付期間は同じです。 

（１）書面申請の場合 

ア  申請方法 

郵送又は直接持参 

※ 郵送の場合は、受付最終日の消印が有効です。 

※ 直接持参の場合は、受付期間内の午前９時〜午後５時までが受付時間です。 

（土・日・祝日は休み） 

イ  受付場所及び問合せ先 

（一財）消防試験研究センター沖縄県支部  ※地図は１６ページにあります。 

 

（２）電子申請の場合 

ア 申請方法 

インターネットによる申請（スマホ可。なお、携帯電話やフリーメールのアドレスを登録

されますとメールが届かないことがあります。） 

※ 受付時間は、受付開始日の午前９時から受付最終日まで、２４時間受付けています。 

※ 電子申請（インターネットからの申請）については、当センターのホームページに詳細

な利用方法や、Ｑ＆Ａが掲載されていますので、必ずこれを確認の上お申し込みください。 

イ 問合せ先 

（一財）消防試験研究センター 電子申請室 電話 ：０５７０－０７－１０００ 

受付時間 9：00〜17：00（土・日・祝日を除く。） 

センターホームページ  https://www.shoubo-shiken.or.jp 

５．受験資格 

（１）甲種消防設備士試験 

甲種消防設備士試験を受験する方は、一定の受験資格が必要です。14 ページ～ 

13 ページの「甲種消防設備士試験の受験資格」を参照してください。 

（２）乙種消防設備士試験 

受験資格は必要ありません。どなたでも受験できます。 

（３）甲種特類消防設備士試験 

甲種第１類から甲種第３類のうちいずれかひとつ以上の免状の交付を受けていて、かつ、 

甲種第４類及び甲種第５類の両方の免状の交付を受けている方。 

６．試験の方法 

（１） 筆記試験：甲種、乙種とも４肢択一式のマークシート方式です。 

（２） 実技試験：鑑別等、製図とも、写真・イラスト・図面等による記述式です。 

（３） ＨＢ又はＢの鉛筆と消しゴムを必ず持参してください。 

（４） 電卓、計算尺、定規、携帯電話等は一切使用できません。 
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７．試験種類、試験科目、問題数及び試験時間 

 

試験科目 

 

 

種類 

筆  記 実技 

消防関係法令 基礎的知識 構造・機能及び工事・整備  

計 

 

鑑別等 製図 
共通 類別 機械 電気 機械 電気 規格 

甲 
 

種 

問
題
数
・
類
別 

１類 ８ ７ ６ ４ １０ ６ ４ ４５ ５ ２ 

２類 ８ ７ ６ ４ １０ ６ ４ ４５ ５ ２ 

３類 ８ ７ ６ ４ １０ ６ ４ ４５ ５ ２ 

４類 ８ ７ － １０ － １２ ８ ４５ ５ ２ 

５類 ８ ７ １０ － １２ － ８ ４５ ５ ２ 

試験 

時間 

区分別 ２時間１５分 １時間００分 

合計 ３時間１５分 

８. 試験科目の一部免除の申請（甲種特類を除く） 

消防設備士免状を有する方の免除科目一覧表 

受験する

試験の種

類 

既に取得している資格種類 受験する試

験の種類 

既に取得している資格種類 

甲

１ 

甲

２ 

甲

３ 

甲

４ 

甲 

５ 

甲

１ 

甲

２ 

甲

３ 

甲

４ 

甲

５ 

乙

１ 

乙

２ 

乙

３ 

乙

４ 

乙

５ 

乙

６ 

乙

７ 

甲１  ◎ ◎ 〇 〇 乙１ 〇 ◎ ◎ 〇 〇  ◎ ◎ 〇 〇 〇 〇 

甲２ ◎  ◎ 〇 〇 乙２ ◎ 〇 ◎ 〇 〇 ◎  ◎ 〇 〇 〇 〇 

甲３ ◎ ◎  〇 〇 乙３ ◎ ◎ 〇 〇 〇 ◎ ◎  〇 〇 〇 〇 

甲４ 〇 〇 〇  〇 乙４ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  〇 〇 ◎ 

甲５ 〇 〇 〇 〇  乙５ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  ◎ 〇 

※乙種消防設備士の資格で、甲種消防設備

士の科目免除はありません 

乙６ 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 ◎  〇 

乙７ 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇 〇 〇 ◎ 〇 〇  

試験科目 

 

種類 

筆  記 

計 実技 消防関 

係法令 

構造・機能及 

び工事・整備 

火災及び防火に 

関する知識 

甲種特類 問題数 １５ １５ １５ ４５ なし 

試験時間 ２時間４５分  

  試験科目 

 

種類 

筆    記 実 技 

消防関係法令 基礎的知識 構造・機能及び整備 
計 鑑別等 製図 

共通 類別 機械 電気 機械 電気 規格 

乙    

種 

問
題
数
・
類
別 

１類 ６ ４ ３ ２ ８ ４ ３ ３０ ５ － 

２類 ６ ４ ３ ２ ８ ４ ３ ３０ ５ － 

３類 ６ ４ ３ ２ ８ ４ ３ ３０ ５ － 

４類 ６ ４ － ５ － ９ ６ ３０ ５ － 

５類 ６ ４ ５ － ９ － ６ ３０ ５ － 

６類 ６ ４ ５ － ９ － ６ ３０ ５ － 

７類 ６ ４ － ５ － ９ ６ ３０ ５ － 

試験 

時間 

区分別 １時間３０分 １５分 

合計 １時間４５分 
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※ 表中で ◎は消防関係法令の共通部分と基礎的知識が免除になります。 

○は消防関係法令の共通部分が免除になります。 

※ 次表の①～⑥のいずれかに該当する方は、申請により試験科目の一部が免除になります。 

※ ２つ以上の資格を有する方は、それぞれ資格ごとに申請できます。 

※ 試験の一部免除を受ける場合の試験時間は、短縮になります。 

※ 試験の一部免除の資格を有する方は、受験願書の「試験の免除」欄の「受ける」か「受けない」 

のいずれかを必ず○で囲んでください。甲種特類は、試験の一部免除はありません。 

 

 該  当  者 免  除  内  容 

① 消防設備士免状を有する方 下記の｢消防設備士免状を有する方の免除科目一覧表｣のとおり｡ 

② 電気工事士免状を有する方 

① 筆記試験のうち､｢基礎的知識｣及び｢構造・機能及び工事・整備｣のそれ

ぞれの科目中｢電気に関する部分｣が免除｡ 

②  実技試験のうち､甲種及び乙種の第４類を受験する場合は､鑑別等試験の

問１が､乙種第７類を受験する場合は全問が免除｡ 

※ 免状を所持していない方及び認定電気工事従事者は､免除は受けられません｡ 

③ 電気主任技術者免状を有する方 
筆記試験のうち､｢基礎的知識｣及び｢構造・機能及び工事・整備｣のそれぞ

れの科目中｢電気に関する部分｣が免除｡ 

④ 技術士登録証等を有する方 

下表の技術の部門に応じて、試験の指定区分の類について、筆記試験のう

ち、「基礎的知識」と「構造・機能及び工事・整備」が免除。 

 
技術の部門 試験の指定区分 

機械部門 第１類､第２類､第３類､第５類､第６類 

電気・電子部門 第４類､第７類 

化学部門 第２類、第３類 

衛生工学部門 第1類 

⑤ 

日本消防検定協会又は指定検定

機関の職員で型式承認の試験の

実施業務に２年以上従事した方 

筆記試験のうち､｢基礎的知識｣と｢構造・機能及び工事・整備｣が免除｡ 

⑥ 

消防団員歴５年以上で消防学校

における専科教育の機関科を修

了した方 

乙種第５類及び第６類を受験する場合､筆記試験のうちの｢基礎的知識｣及

び実技試験が全問免除｡ 

９． 複数受験 

（１） 電気工事士の免状を有し､試験の一部免除を受ける方のみ､｢乙種第４類及び乙種第７類｣を

同時に受験（複数受験）できます｡ 

（２） 複数種類を受験する場合には、それぞれ受験する種類ごとに、受験願書を作成してくださ

い。また、書面申請の場合は複数受験者であることがわかるように、受験願書をホッチキス

等でとめて提出してください。試験手数料は１枚の払い込み用紙で合計金額を払い込んでも

かまいません。 

（３） 書面による申請と､電子申請とを同時に申請することはできません｡ 必ず書面により申請

してください。 

10. 受験申請に必要な書類等 

（１） 書面申請の場合 
受験する種類ごとに、次の書類が必要です。 

ア 受験願書（７ページ〜９ページの受験願書の記入例を参照してください。）なお、受付締

切日以降は、受験申請した「試験種類」「受験地」「科目免除」の変更はできません。 
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イ 試験手数料の「振替払込受付証明書（お客様用）」                                                

ウ 甲種第１類～甲種第５類の受験者は、受験資格を証明する次のいずれかの書類 

（ア）  卒業を証明するもの 

    学校の卒業証明書又は学科名が明記されている卒業証明書 

（イ） 単位取得を証明するもの 

    学校の単位取得証明書又は授業科目別の履修時間の入った履修証明書 

（ウ）  消防設備士を証明するもの（既に持っている甲種消防設備士免状） 

（エ） 実務経験証明書（受験願書Ｂ面裏の様式に記入してください。） 

（オ） その他の資格等 

他の国家試験による免許証、免状、合格証明書等 

なお、過去にいずれかの支部で甲種の試験を受験したときの受験票又は試験結果通

知書（資格コード判定欄に番号が印字されているものに限る。コピー可）を提出する

ことにより、甲種の受験資格の証明書に代えることができます。ただし、「工事補助5

年」の受験資格の場合は、添付する過去の受験票等と同じ指定区分を受験する場合に

限ります。 

エ 試験科目の一部免除を受ける方は、その資格を証明する書類（前記 8 を参照してくださ

い。証明書は原本、証書・免状等はコピー。） 

オ 既に消防設備士免状の交付を受けている方は、その免状のコピーを受験願書のＢ面裏に

貼り付けてください。（免状の表と裏の両方をコピーして貼り付けてください。） 

※ 受験のために提出し、センターで受理された受験申請書類は一切お返ししません。また、 

記載事項等に著しい不備及び締切日を過ぎた場合は受理できません。この場合の受験願書 

返却費用は本人負担となります。 

 

(２) 電子申請の場合 

電子申請は、（一財）消防試験研究センターのホームページから受験申請することができ、書

面申請より便利です。電子申請できる試験種別は、次のとおりです. 

ア 証明書添付が不要な消防設備士試験（乙種全類） 

イ 既得免状を受験資格要件とする消防設備士試験（甲種全類） 

（ア） 甲種特類：甲種特類の受験資格を満たしている方 

（イ） 甲種（特類以外）：甲種消防設備士免状の交付を受けている方 

※ 電子申請ができる試験の種類は、1日の試験で1種類のみとなります。 

※ 同一試験日の書面による申請と電子申請を同時に申請することはできません。 

 

(３) 再受験による電子申請 

証明書の必要な受験については、電子申請することができません。 

なお、申請日から過去３年以内に受験し、同じ試験種類を再受験する場合には、証明書は不

要となるため電子申請することができます。（前回の受験票又は試験結果通知書が必要） 

 

(４) ご利用にあたっての注意事項 

ア インターネットに接続できるパソコンがあり、プリンターで印刷できること。 

イ 電子メールアドレスがあること。（携帯電話やフリーメールアドレスを登録されますと

メールが届かないことがあります） 

ウ 免状を既に受けている場合は、免状の記載事項に変更がないこと。（書換申請中も不可） 
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11．試験手数料及び払込方法 

（１） 試験手数料 

試験手数料は、右記のとおりです。 

 

（２） 書面申請の場合 

ア 受験願書と一緒に受領した所定の払込用紙（10ページ参照）を使用し、前（１）の試験手

数料を郵便局又はゆうちょ銀行の窓口で払い込んでください。試験手数料の払込みには、所

定の払込手数料が必要になります。 

イ 次に「振替払込受付証明書（お客様用）」を受験願書Ｂ面（８ページ参照）の試験手数料

欄にのり付けしてください。 

（※本人控え用の「振替払込請求書兼受領証」では無効なので、注意してください。） 

 

（３） 電子申請の場合 

払込方法は、次の決済方法から選択できます。払込手数料は２３０円（消費税込み）です。 

ア ペイジー（Pay-easy）決済 ※情報リンク方式、オンライン方式 

イ コンビニエンスストア決済（セブン－イレブン、ファミリーマート、ローソン、サーク

ルＫ・サンクス、セイコーマート）試験手数料は、申請手続後 3 日以内に払い込んで

ください。 

ウ クレジットカード決済（VISA、MasterCard、JCB、アメリカンエキスプレス、ダイナース) 

※ 一般財団法人消防試験研究センターでは、電子申請に係る試験手数料の収納に関して、

全てＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社に業務委託しております。 

（４）一旦払込みされた試験手数料は、お返しできません。 

 

免状交付合格

結果通知書郵送

免状交付申請

受験票に記名・写真貼付

受　験
（写真を貼った受験票を持参）

受験申請から免状交付までの流れ

受験願書の記入・作成

試験手数料の払込
（所定の払込取扱票で、郵便局やゆうちょ銀行
の窓口で払い込み、「振替払込受付証明書（お
客さま用）」を願書B面に貼付）※払込手数料が
必要

受験願書の提出
（センター沖縄県支部へ郵送または持参）

　受験票の受け取り
（受験票は試験日の約２週間前までに郵送し
ます）

試験手数料の払い込み
（申請後3日以内に払い込んでください。
クレジットカード・コンビニ・ペイジー等が選
べます。）※ 払込手数料が必要

受付完了メール受け取り
（入金確認後にセンターからメール送信）

受験票印刷のためのメール受け取り
（試験日の約2週間前に送信します。）

受験票のダウンロード・印刷
（受験票は受験者が自身で印刷してください。
郵送はしません。）

願書（書面）申請

受験案内・願書・払込用紙の入手
（願書等は、当支部及び各地区消防
本部で配布しています。）

センターホームページにアクセス
（受験申請期間に注意してください。）

インターネット（電子）申請

甲  種 乙  種 

６，６００円 ４，４００円 
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消防設備士試験受験願書（全国共通）［記入例：A面］ 

 

 

 

 

 

        

 

＜Ａ面＞

※

0 0 年 0 0 月 0 0 日

シ ﾖ ウ ホ ゛ ウ ジ゛ロウ

氏 消 防 名二郎

大 昭 平 令 0 2 年 0 1 月 2 1 日生

9 0 0 - 0 0 2 9 0 9 0－ 2 3 4 5 - 6 7 8 9

沖 縄 県 那 覇 市 旭 町

1 1 6 - 3 7

新 垣 ア パ － ト Ｂ 棟 1 0 3 号

種 － 第 類 試験日

甲 乙 種 第 類

甲 乙 種 第 類

甲 乙 種 － 第 類 ⑤　建築業

甲 乙 種 － 第 類

1 0

甲特
年 月 日

甲1
年 月 日

甲2
年 月 日

甲3
年 月 日

甲4

甲5

乙1

乙2

乙3
年 月 日

乙4 4 2 2 年 0 9 月 0 5 日 4 7

乙5
年 月 日

乙6
年 月 日

乙7

※

●
　
本
用
紙
は
、

黒
色
の
ボ
ー

ル
ペ
ン
を
使
用
し
「

か
い
書
」

で
記
入
し
て
く
だ
さ
い

●
　
　
枠
は
該
当
す
る
も
の
に
〇
を
記
入
し
て
く
だ
さ
い

●
　
※
印
は
、

記
入
し
な
い
で
く
だ
さ
い

※分類
コード ［　　］試験センター発行 505

(Ａ面)
△

※団体
コード

※受付機関
コ ー ド

00130 沖縄

●
　
免
状
番
号
は
免
状
写
真
下
に
記
載
さ
れ
て
い
る
番
号
で
す

●
　
本
用
紙
を
汚
し
た
り
、

折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
く
だ
さ
い

3 4免状番号

※入力番号

無

（記入上の注意）

9 0 1 25 6 7 8

コード交付知事

1

交付番号

2

※必ず記入してください

　月　日

※4
免除

該当する職業等に1つだけ〇を記入してください。

※3
資格

※2
受験地

△

甲 乙

　月　日

①　学生 ⑥　ビル管理業

②　消防設備業 ⑦　ビル整備業

③　電気工事業 ⑧　公務員

住

所

勤務先名又は学校名

甲野設備（株）
連絡先電話番号（携帯電話も可）

　　　　　　　　　内線（　　　　）

一般財団法人　消防試験研究センター理事長　殿

 本籍
生年
月日

郵便
番号

沖縄
都道
府県

申請者
氏　名

申請日 令和

ﾌﾘｶﾞﾅ・氏名は、氏と名に分けて、
左づめで記入してください

74
本籍
コード

都道府県名 沖縄県

自宅電話番号
又は携帯電話番号

免 状 交 付 年 月 日(昭和3 平成4 令和5)

メールアドレス（任意）

※６
併願

※10
月

0 0
日

特類以外

特類

※5
複数

＠

④　菅工事業　

他の都道府県での受験申請状況

元号コード

5年以上消防団員として勤務し、
かつ、専科教育の機関科を終了
したことによる試験の免除を

技術士等の資格による試験の免除を 受ける  受けない

電気工事士免状による試験の免除を

電気主任技術者免状による試験の免除を 

消防設備士免状による試験の免除を

受ける  受けない

受ける  受けない

受ける  受けない

受ける  受けない

有

試験の免除

 同時に複数の試験を受ける者は、この願
 書以外に受ける種類を記入すること。

消 防 設 備 士 試 験 受 験 願 書 （全国共通）

⑨　その他

試験種類都道府県コード

　免状取得の有無について記入してください

取

得

し

て

い

る

消

防

設

備

士

免

状

は

全

部

記

入

し

て

く

だ

さ

い

1 2

098-941-5201

試験種類 3

令和

甲種受験
資　　格

○○市受 験 地

試験日 0 0
年

0

設

甲種受験者のみ

記入。（願書資

格記入略称及び

証明書類は13

ページ以下参照。

科目免除資格者

は資格の種類ご

とに免除を「受

ける」か「受け

ない」かに〇を

つける。免除を

受ける方は証明

書類が必要。

（3～4ページ参

照）

既得免状（既に

交付を受けてい

る免状）のある

方は該当する種

類全部を記入。

また、裏面に既

得免状のコピー

を貼付すること。

昭和３、平成４、

令和５）、交付

知事コードはＢ

面裏の「都道府

県コード」を参

照。

「沖縄県」と記入。フリガナの濁点、半濁点は1マスを使用。

外国籍の方は、

住民基本台帳に

記載されている

漢字又はパス

ポートに記載さ

れているアル

ファベット氏名

を記入。

住所は現に居住

しているところ

を都道府県名か

ら記入。

2種類の試験を

受ける場合に記

入。願書は種類

ごとにそれぞれ

作成。（4ペー

ジ参照）

受験願書を提

出（郵送）す

る年月日を記

入。

Ｂ面裏の都道

府県コードを

必ず記入。

勤務先・学校

名等を記入し、

電話番号を記

入。無職の場

合は記載不要。

希望者のみ記

入。（携帯電

話アドレス

可）

なお、迷惑

メールの設定

をしている方

は、メールが

届くようドメ

イン設定受信

等の設定（ド

メイン名

shoubo-

shiken.or.jp

の設定してく

ださい。

免状の交付を

既に受けてい

る方は１２桁

の免状番号を

記入。

主となるもの

に〇をつける。

無職の場合は

その他に〇を

つける

試験日、試験の

種類、希望受験

地を記入。別紙

参照）

3か月以内に他

県等で受験申

請又は受験し

た方は記入。

※ 受験願書は、受験する種類毎に作成してください。Ａ面及びＢ面があり、複写式とな

っています。下敷などを挿んだり、折ったり曲げたりしないでください。 
※ 黒色のボールペンで、かい書で正しく書いてください。 
※ 書き損じた場合は、横２本線を引いて、そのすぐ上に正しく書いてください。 
※ 年月日を記入するすべての欄は、１桁の数字の場合、０を前に付けてください。 
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消防設備士試験受験願書［記入例：Ｂ面（表）］ 

・Ｂ面はＡ面の複写になっています。試験手数料の払込証明をＢ面に貼付します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式第１号の６（第33条13関係）

0 0 1 7 0 3

年 月 〇 日 1 3 6 2 2 0

千 百 十 万 千 百 十 円

※ ￥ 4 4 0 0

沖縄県那覇市旭町

※1 ここに

千 百 十 万 千 百 十 円

￥ 4 4 0 0

千 百 十 万 千 百 十 円

￥ 4 4 0 0

氏名

（電話　　　　　－　　　　－　　　　－　　　　）

［郵便局へ」⇒日附印を押印

氏名

2　本籍の欄は、本籍地の属する都道府県名を記入すること。ただし、外
国籍の方は、「外国籍」と記入すること。

3　※印の欄は、記入しないこと。

受ける　

受ける　

受ける　

受ける　

受ける

消 防 設 備 士 試 験 受 験 願 書

　二　郎

令和 〇 〇

切

り

取

ら

な

い

で

窓

口

に

お

出

し

く

だ

さ

い
。

金

額

の

訂

正

は

無

効

で

す
。

口

座

記

号

番

号

　00170-3-136220

料

金

備

考

技術士等の資格による試験の免除を

電気主任技術者免状による試験の免除を 　

電気工事士免状による試験の免除を

5年以上消防団員として勤務し、

かつ、専科教育の機関科を終了

したことによる試験の免除を

甲野設備（株）

０９８－９４１－１２３４

「振替払込受付証明書」を
はってください

振替払込受付証明書（お客様用）

（郵便局・ゆうちょ銀行⇒ご依頼人）

この受付証明書に日附印を押印し、
依頼人に交付してください。

６，６００円

４，４００円

記

載

事

項

を

訂

正

し

た

場

合

は

そ

の

箇

所

に

訂

正

印

を

押

し

て

く

だ

さ

い

本人の受領証です。※間違えて貼
られた場合、無効となり受験でき
なくなります。

※　受験番号

払込

金額

口

座

記

号

番

号

加

入

者

名

金

額

　一般財団法人

　　消防試験研究センター

①受験願書添付用
※これを願書に貼る

ご
依

頼
人

払

込

金

額

おなまえ
※

　消防　二郎

振替払込受付証明書（お客様用）

（ご依頼人⇨郵便局・ゆうちょ銀行⇨ご依頼人）

受験される種類の払込金額
を記入してください。

特類

特類以外

②本人保管用

都道府県名 沖縄県

内線（　　　）

都道

府県　沖縄

 一般財団法人　消防試験研究センター理事長　殿 申請日

自宅電話番号

又は携帯電話番号

連絡先電話番号

　　　ジ　ロ　ウ
申請者

氏 名

フリガナ　　　ショウボウ

住

所

勤務先等連絡先

１１６－３７

新垣アパートＢ棟１０３号

消費税込み

円

日　付　印

　　消　防

振替払込請求書兼受領証

試験日

甲種受験

資格

科目免除

試験種類

受験地 ※2受験

地

〇〇年〇〇月〇〇日
甲　乙　種　　-　　第３類

　○○市

消防設備士免状による試験の免除を

※3

資格

※4免除

※5複数

生年

月日
大・昭・平・令　０２　年０１月２１日生

本

籍

090-2345-6789郵便
番号 20 0 009 9

「郵便局」又は「ゆうちょ銀行」の日附
印が押されていることを確認すること。

証明写真（縦４．５ｃｍ横３．５ｃｍ）は、受験票に貼って試験当日持参し
てください。願書提出時には必要ありません。

消防　二郎

加入

者名

口

座

記

号

番

号

一般財団法人

消防試験研究センター

00170-3-136220

甲種

乙種

（B面）

備考

※6併願

※受験機関

コード

※分類

コード

加

入

者

名

一般財団法人

　消防試験研究センター

※団体コー

ド

1　この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

※

ご依頼人住所

沖縄県那覇市旭町116-37
新垣アパートＢ棟103号

（電話　　－　　－　　－　　）

［郵便局へ］⇒日附印を押印

　日　　附　　印

日付印なき証明書は無効

（払込人⇨消防試験研究センター）

承認番号東証第2015号

受
験
願
書
に

貼
っ

て
く
だ
さ
い

この受付証明書に日附印を押印し、

依頼人に交付してください。

※

ご依頼人住所

　日　　附　　印受
験
願
書
に

貼
っ

て
く
だ
さ
い

日付印なき証明書は無効

（払込人⇨消防試験研究センター）

承認番号東証第2015号

央
那

中

2.11.1

覇

〇日附印

央
那

中

2.11.1

覇

〇日附印

央那
中

2.11.

1

覇

〇日附

１．受験願書と一緒に入っている払込取扱票を使用し、「郵便局」又は「ゆうちょ銀行」の窓口で、試験手数

料（甲種６，６００円、乙種４，４００円）を払い込んでください。ATM での支払いはできません。 

２．「 郵便局」又は「ゆうちょ銀行」の日附印が押されていることを確認し、下図①の「 振替払込受付証明書

（お客さま用）」を受験願書の試験手数料欄にのり付けしてください。 

３．払込金額が訂正されたもの、及び収納日附印のないもの又は本人用の下図②の「振替払込請求書兼

受領証」では、受付できません。 

４．下図①の「振替払込受付証明書（お客様用）」を紛失、汚損等した場合は、再度払込の上、新たな「振替

払込受付証明書（お客様用）を受験願書に貼り付けてください。なお、再度払込をした後で、紛失した「振

替払込受付証明書 （お客様用）を発見したときは、還付申請により先に払い込まれた試験手数料をお返

しします。 
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消防設備士試験受験願書[ 記入例：Ｂ面（裏）] 

 

各種証明書貼付欄・・・貼付する証明書（該当者のみ） 

※ 証明書は原本、証書・免状はコピーを貼付（Ａ４サイズより大きいものはＡ４またはＢ５           

サイズ に  縮小し左上角から貼付してください。） 

１ 卒業証明書又は卒業証書（学科等明記） ５ 電気工事士免状・電気主任技術者免状 

２ 単位取得証明書又は成績証明書     ６ 技術士合格証明書又は技術士登録証 

３ 学位記等（専攻等明記）        ７ ５年以上消防団員として勤務したことを証明する書類 

４ 受験票又は結果通知書               ８ 専科教育の機関科を修了したことを証明する書類 

  （過去に甲種を受験した時のもの）     ９  その他各種免許証又は証明書等 

 



- 10 - 

 

［当センター指定の試験手数料振込用紙：原寸を縮小】 

 

 

12. 受験票及び写真 

（１） 受験票の送付方法 

 

 

受験票は、試験日の約２週間前に郵送します。受験票が試験期日の１週間前までに届い

ていない場合は、必ず当センター支部にご連絡ください。 

 

 

 

電子申請締切後、申請時に入力された電子メールアドレスあてに受験票がダウンロー

ドできる旨のメールを当センターから試験日の約２週間前に送信します。受験者本人が

受験票をダウンロードして印刷し、試験日当日、必ず持参してください。 

（２） 写真について（書面申請、電子申請共通） 

受験日前６ヶ月以内に撮影したもの（正面、無帽（宗教上又は医療上の理由がある場合を

除く。）無背景、上三分身像）の縦４．５cm、横３．５cmの大きさ、枠無しとし、鮮明なもの

（裏面に撮影年月日、氏名及び年齢を記入してください。）１枚を受験票に貼ってください。

（セロテープでは貼らないでください。） 

 写真は試験時の受験者本人の確認及び合格した場合の免状の作成に使用しますので、試験

当日は、写真を貼った受験票を必ず持参してください。 

（３） 受験票の氏名欄は受験者の氏名をかい書で記入してください。 

千 百 十 万 千 百 十 円 千 百 十 万 千 百 十 円

※
住所

千 百 十 万 千 百 十 円 ※

氏名

（電話 ）

様

（電話　　　－　　　－　　　）

円

００ 東京

払 込 取 扱 票

振替払込請求書兼受領証

振替払込受付証明書（お客様用）

 （郵便局・ゆうちょ銀行⇒ご依頼人）
　　この受付証明書に日附印を押印し、
　　依頼人に交付してください。

口　座　記　号　番　号
金
額

払
込
金
額3 1 3

切
り
離
し
て
、

ゆ
う
ち
ょ

銀
行
ま
た
は
郵
便
局
の
窓
口
に
お
出
し
く
だ
さ
い
。

0 0 1 7 0

　
　
ご
依
頼
人
・
通
信
欄

（郵便番号

氏名

　込受付証明書（お客さま用）」に日附印の押印をうけ

7 0￥ 4 4 0 06 2 2 0 ※ ￥ 4 4 0 0

各
票
の
※
印
欄
は
ご
依
頼
人
に
お
い
て
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

加
入
者
名

一般財団法人
消防試験研究センター

料
金

3

切
り
取
ら
な
い
で
窓
口
に
お
出
し
く
だ
さ
い
。
金
額
の
訂
正
は
無
効
で
す
。

※

2 2 0

0

口
座
記
号
番
号

0 0 1

沖縄県那覇市旭町１１６－３７
新垣アパートＢ棟１０３号

金
額 ※

備
考

加
入
者
名

一般財団法人
　消防試験研究センター

記
載
事
項
を
訂
正
し
た
場
合
は
、

そ
の
箇
所
に
訂
正
印
を
押
し
て
く
だ
さ
い
。

1 3 6

 てください。

・願書には、必ず日附印がある「振替払込受付証明書

　金額の訂正は無効です。

(電話 090-2345-6789  )

裏面の注意事項をお読みください。（ゆうちょ銀行）（承認番号東第54476号）
料
金

消防　二郎

ご
依
頼
人

氏名

※

沖縄県那覇市旭町116-37
新垣アパートＢ棟103号

０９０－２３４５－６７８９
・郵便局・ゆうちょ銀行の窓口で払い込み、「振替払

日
附
印

￥ 4 4 0
切
り
取
ら
な
い
で
お
出
し
く
だ
さ
い
。

（承認番号東証第2015号）

消防 二郎
受
験
願
書
に

貼
っ

て
く
だ
さ
い

この受領証は大切に保管してください。

郵便局・ゆうちょ銀行で回収されます 本人控え 受験願書に貼付する部分

（お客さま用）」を貼ってください。

ご依頼人住所

日附印

（消費税込み） 日　附　印

これより下部には何も記入しないでください

備
 
考

日付印なき証明書は無効
（払込人⇨消防試験研究センター）

消防　二郎

900-0029） 加
入
者
名

一般財団法人
消防試験研究センター

口

座
記

号
番

号

00170-3-136220

央那
中

2.11.1

覇

〇日附印

央
那

中

2.11.1

覇

〇日附印
央

那

中

2.11.1

覇

〇日附印

ア 書面申請の場合 

イ 電子申請の場合 
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【書面申請用受験票】※受験票はイメージです。 

 

【 電 子 申 請 用 受 験 票 】 ※ 受 験 票 は イ メ ー ジ で す 。
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13. 試験当日の注意事項 

（１） 受験票を持参しないと受験できません。 

（２） 受験票に前12に示した写真を貼付していない又は貼付写真が不鮮明な場合には受験でき 

ません。 

（３） 試験問題集及び解答カードは持ち帰ることはできません。また、問題集の一部を切り取

ったりカメラ等で撮影することもできません。このような行為は、失格となりますので注

意してください。 

（４） 参考書、法令集等の参照は一切できません。 

（５） 携帯電話、スマートフォン、スマートウォッチ等の電子機器類は必ず電源を切り、カバ

ン等にしまってください。（これらの電子機器類を時計として使用することはできません。） 

（６） カンニング等により不正行為とみなされた場合、受験は直ちに中止、退室となり、試験

は失格となります。 

14. その他の注意事項 

（１） 受験願書提出後、住所又は電話番号を変更した場合は速やかに連絡してください。 

（２） 試験中は、電卓、下敷、定規、携帯電話などの使用を禁止します。 

（３） 車椅子または他の障害等で受験に際し配慮が必要な方は、受験願書提出の前に当セン 

ターにご相談ください。 

15. 合格基準 

（１） 甲種特類 

各科目ごとに40％以上で全体の出題数の60％以上の成績を修めた方を合格とします。 

（２） 甲種特類以外 

筆記試験において、各科目ごとに40％以上で全体の出題数の60％以上、かつ、実技試験

において60％以上の成績を修めた方を合格とします。 

なお、前記８により試験科目の一部免除がある場合は、免除を受けた以外の問題で上記

の成績を修めた方を合格とします。 

実技試験の採点は、消防法施行規則第33 条の 9 規定により、筆記試験が合格基準に達

した方を対象としています。 

16. 合格発表 

合格発表は、試験から約１ヶ月後です。受験者全員に郵便ハガキで合否の結果を通知します。 

また、当試験研究センター支部の廊下壁面に合格者の受験番号を掲示するとともに、合格 

発表日の正午からホームページに合格者の受験番号を掲示します。一般財団法人消防試験研究

センターのホームページは( https://www.shoubo‑shiken.or.jp ) 

なお、電話による合否の問い合わせには、一切応じられませんのでご協力ください。
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甲種消防設備士試験の受験資格 

 

甲種消防設備士試験を受験する場合は、一定の受験資格が必要です。 

該当する方は、受験願書の「甲種受験資格」欄に、該当する経歴や資格等の【 】内の略称を

記入してください。 

 

１ 甲種特類 

【甲特】：甲種第１類から甲種第３類までのいずれか一つ以上の免状の交付を受けており、か

つ、甲種第４類と甲種第５類の両方の免状の交付を受けている方 

 

２ 甲種第１類～甲種第５類 

下記の経歴や資格等のいずれかに該当すれば受験できます。 

 

(１) 次に掲げる学校において、機械、電気、工業化学、土木又は建築に関する学科又は課程

を修めて卒業した方（当該学科又は課程を修めて同法による専門職大学の前期課程を修了

した者を含む。) 『詳細は、当センターのホームページを参照してください。』 

 

ア 【大 卒】【短大卒】【高専卒】：学校教育法による大学、短期大学又は高等専門学校 

イ 【専門職了】：学校教育法による専門職大学 

ウ 【高校卒】【中等教育卒】：学校教育法による高等学校又は中等教育学校（機械、電気等

の科目を８単位以上修得して卒業した方） 

エ 【旧大学卒】【旧専卒】【旧中卒】等：旧大学令による大学、旧専門学校令による専門学

校又は旧中等学校令による中等学校 

オ 【外国の学校】：外国に所在する学校で、学校教育法による大学、短期大学、高等専門学

校又は高校に相当するもの 

カ 【旧大学等卒】：旧台湾教育令、旧朝鮮教育令、旧在関東州及び在満帝国臣民教育令若し

くは大正１０年勅令第３２８号による大学又は専門学校 

キ 【旧高師卒】：旧師範教育令による高等師範学校 

ク 【教員養成所】：旧実業学校教員養成所規程による教員養成所 

 

(２) 次に掲げる学校において、機械、電気、工業化学、土木又は建築に関する授業科目を履

修し、１５単位以上修得した方（単位制でない学校の場合は、授業時間数を換算します。）

『詳細は、当センターのホームページを参照してください。』 

 

ア 【大学等１５単位】：学校教育法による大学、高等専門学校又は大学院 

イ 【専修学校】：学校教育法による専修学校（専門学校） 

ウ 【各種学校】：学校教育法による各種学校 

エ 【大学、短大、高専の専攻科】：学校教育法により大学、短期大学又は高等専門学校に置

かれる専攻科 

オ 【防衛大学校】：防衛省設置法による防衛大学校 

カ 【防衛医科大学校】：防衛省設置法による防衛医科大学校 

キ 【職業能力開発総合大学校等】：職業能力開発促進法による職業能力開発( 総合 ) 大

( 短 )学校 

ク 【職業能力開発大学校等】：職業能力開発促進法改正前の職業能力開発大( 短 )学校 

ケ 【職業訓練大学校等】：職業能力開発促進法改正前の職業訓練大( 短 )学校 

コ 【前職業訓練大学校等】：職業訓練法改正前の職業訓練大( 短 )学校 
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サ 【旧職業訓練大学校】：職業訓練法廃止前の職業訓練大学校 

シ 【中央職業訓練所】：職業訓練法改正前の中央職業訓練所 

ス 【水産大学校】：独立行政法人水産大学校（農林水産省組織令による水産大学校を含む。） 

セ 【海上保安大学校】：国土交通省組織令による海上保安大学校 

ソ 【気象大学校】：国土交通省組織令による気象大学校 

 

(３) 次に掲げる実務経験を有する方 

 

ア 【整備経験２年】：乙種消防設備士免状の交付を受けた後２年以上工事整備対象設備等の

整備（消防法第17条５の規定に基づく政令に定めるものに限る。）の経験を有する方 

イ 【工事補助５年】：受験しようとする消防設備士試験の指定区分に係る消防用設備等の工

事の補助の経験 

ウ 【消防行政３年】：消防行政に係る事務のうち消防用設備等に関する事務について、３年

以上の実務経験を有する方 

エ 【省令前３年】：昭和４１年４月２１日以前において、消防用設備等の工事について３年

以上の実務経験を有する方 

 

(４) 次に掲げる資格、免状等を有する方 

 

ア 【技術士(○○部門)】：技術士法による技術士第２次試験に合格した方 

イ 【電気工事士】：電気工事士法による電気工事士免状の交付を受けている方、又は電気工

事士法施行規則による旧電気工事技術者検定合格証明書の所持者で電気工事士免状

の交付を受けているとみなされた方 

ウ 【電気主任技術者】：電気事業法による第１種、第２種又は第３種電気主任技術者免状の

交付を受けている方、又は電気事業法附則第７項の規定により電気主任技術者免状の

交付を受けているとみなされた方 

エ 【博(修)士】：理学、工学、農学又は薬学のいずれかに相当する分野において、博士又は

修士の学位（外国において授与された学位で、これに相当するものを含む。）を有する

方 

オ 【専検合格者】：専門学校卒業程度検定試験の機械、電気、工業化学、土木又は建築に関

する合格者 

カ 【管工事技士】：建設業法施行令による管工事施工管理技士 

キ 【教員免許状】：教育職員免許法により、高等学校の工業の教科について普通免許状を有

する方( 旧教員免許令による教員免許状所有者を含む。） 

ク 【無線従事者】：電波法第４１条の規定により、無線従事者の資格の免許を受けている方

（アマチュア無線技士は除く。） 

ケ 【建築士】：建築士法による１級建築士又は２級建築士 

コ 【配管技能士】：職業能力開発促進法（旧職業訓練法）による配管技能士 

サ 【ガス主任技術者】：ガス事業法によるガス主任技術者免状の交付を受けている方( 第

４類の受験に限る。） 

シ 【給水技術者】：給水装置工事主任技術者又は給水責任技術者等 

ス 【条例設備士】：東京都火災予防条例による旧制度の消防設備士 

セ 【甲種】：他の指定区分の甲種消防設備士免状の交付を受けている方 
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試験に合格された方は、必要書類をそろえて、当センターに郵送又は持参により免状交付申

請をしてください。 

※特定記録郵便を利用していただくと、郵便局のホームページで配達状況を確認できます。 

１. 提出書類 

（１）消防設備士免状交付申請書 

｢免状交付申請書｣は、｢試験結果通知書｣と一連になっています。（切り離さないでくださ

い。） 

免状交付申請書に、申請日、申請者の氏名、電話番号を記入し、申請手数料として沖縄県

収入証紙 2,900 円分を申請書裏面の手数料欄に貼付してください。（収入印紙ではありませ

んので注意してください。） 

※沖縄県収入証紙は県内の銀行で取扱っています。 

※沖縄県外に在住の方は当センターにお問い合せください。 

※記載事項に訂正がある場合（印字もれも含む）は赤字で訂正を記入してください。 

（２）既得免状 

現在お持ちの消防設備士免状を必ず同封又は提出してください。 

なお、既得免状を紛失（亡失）されている方は、再交付の手続きが、また、本籍・氏名等

に変更がある方は、書換えの手続きが必要です。この手続きが完了しないと免状の交付が出

来ません。 

（３）新規免状返送用封筒 

新しく作成した免状をあなたに送るための封筒です。 

市販の定形封筒〈長さ23.5cm× 幅 12cm 以内〉の表に申請者の住所、氏名を記入し、 

簡易書留郵送料の切手を貼り、裏面に受験番号を記入してください。 

（注）複数合格された方は全て同時に申請してください。（返信用封筒は1 通です。） 

[記入例]                        (表)             （裏） 

                  

 

 

 

 

 

 

２. 申請先 

一般財団法人 消防試験研究センター沖縄県支部 

〒900-0029 那覇市旭町116 番地 37 自治会館６階 

３. 申請期間 

試験結果通知書に記載（期日を過ぎた申請は、免状の交付が遅れます。また、申請が受験か 

ら６カ月を超えると、写真の再提出が必要です。） 

４. 免状の交付 

免状の交付は、免状交付申請締め切り後約２週間かかります。提出していただいた1.（３） 

新規免状返送用封筒でお送りします。 

合格後の免状交付申請の手続き及び免状交付 

申請者の

氏名 

受

験

番

号 

〒
消 
防 
二 
郎 
様 

〒簡易書留郵送料の

切手 

〇〇－〇〇〇 

 

自宅 

（勤務先可）

の住所 

○
○
市
○
○
町
○
○
番
地 
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＜消防試験研究センター沖縄県支部案内地図＞ 

 

〒900-0029 那覇市旭町116番地 37 自治会館６階 

個人情報の取り扱いについて 
一般財団法人消防試験研究センター（以下「当センター」という。）は、危険物取扱

者及び消防設備士試験の実施と免状作成業務を行っています。 
当センターは、試験及び免状事業の実施機関として個人情報を取り扱っていますの

で、個人情報の重要性を十分認識し、その保護の徹底を図るとともに、個人情報の保

護に関する法令及びその他の関連する規範を遵守し、収集した個人情報は、正確、か

つ、安全に取り扱います。 
１ 当センターの個人情報の内容と利用目的は次のとおりです。 
①個人情報の内容 

氏名、生年月日、本籍、住所、電話番号、勤務先名、学校名、職業、顔写真、

メールアドレス等です。 
②利用目的 

利用は、本人確認、本人への通知・連絡、免状作成、免状交付状況に係る事項

等の当センターの業務の範囲内で行います。 
２ 当センターは、利用目的の達成のため、当該情報を業務委託先に預託する場合が

あります。その場合の業務委託処理は、個人情報を保護するための措置及び業務

委託先との責任関係の明確化を図るとともに、 業務機器等の安全対策を確実に実

施しています。 
なお、個人情報の提供は、団体受験に関し当該団体代表者へ提供するもの及び

法令等に基づくものに限定し適切に取り扱います。 


